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   庄内広域水道企業団変動型最低制限価格制度実施要綱 

 

令和８年４月１日 

告示第８号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、庄内広域水道企業団が発注する建設工事等の入札において、極端な低

入札価格での受注による品質低下等を防止するため、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１６７条の１０第２項の規定により、予定価格の制限の範囲内で最低の価格

をもって申込みをした者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価

格以上の価格をもって申込みをした者のうち最低の価格をもって申込みをした者を落札

者とする制度（以下「最低制限価格制度」という。）の実施について、必要な事項を定め

るものとする。 

（対象業種） 

第２条 最低制限価格制度は、次に掲げる業種に適用する。 

 （１）建設工事の請負（以下「建設工事」という。） 

 （２）建設工事に係る設計、測量及び調査等の業務委託（以下「業務委託」という。） 

（対象入札） 

第３条 最低制限価格制度を適用する競争入札は、設計金額が２００万円を超える競争入

札とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りではない。 

 （１）総合評価落札方式による場合 

 （２）最低制限価格を設定することが不適当であると認められる場合 

（適用除外） 

第４条 入札が次のいずれかに該当することとなった場合は、最低制限価格制度を適用し

ないものとする。 

 （１）法令、規則等及び当該競争入札に係る公告で定める無効入札要件に該当せず、かつ、

入札価格が予定価格の１１０分の１００に相当する金額（以下「予定価格」という。）

を超えない入札（以下「有効札」という。）が１であった場合 

 （２）有効札が２又は３であって、かつ、次のいずれかに該当する場合 

  ア 建設工事に係る競争入札であって、全ての有効札に係る入札価格が予定価格の１

０分の７以上である場合又は全ての有効札に係る入札価格が予定価格の１０分の７

未満である場合 

  イ 業務委託に係る競争入札であって、全ての有効札に係る入札価格が予定価格の１

０分の６以上である場合又は全ての有効札に係る入札価格が予定価格の１０分の６

未満である場合 

 （３）有効札が４以上であって、かつ、有効札に係る入札価格の中で最低の価格が、建設
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工事の場合は有効札に係る入札価格の中で最高の価格の１０分の９（建設工事が機

械設備工事又は電気設備工事である場合は、公告、指名通知等で事前公表した係数）

以上である場合、業務委託の場合は有効札に係る入札価格の中で最高の価格の１０

分の８以上である場合 

（有効札が２又は３の場合の最低制限価格の算定方法） 

第５条 有効札が２又は３の場合の最低制限価格は、次の各号に掲げる業種の区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

 （１）建設工事 予定価格に１０分の７を乗じて得た額 

 （２）業務委託 予定価格に１０分の６を乗じて得た額 

（変動型最低制限価格の算定方法） 

第６条 有効札が４以上の場合の最低制限価格は、次項から第５項までに定めるところに

より案件ごとに決定する。 

２ 有効札の数により最低制限価格の算定基礎とする入札数（以下「算定数」という。）を、

次により求める。 

 （１）有効札の数が４の場合は、算定数は４とする。 

 （２）有効札の数が５以上８以下の場合は、算定数は５とする。 

 （３）有効札の数が９以上１５以下の場合は、有効札の数に１０分の６を乗じて得た数（そ

の数に１未満の端数が生じた場合は、これを１に切り上げる。）を算定数とする。 

 （４）有効札の数が１６以上の場合は、算定数は１０とする。 

３ 入札価格の低いものから前項で求めた算定数分の入札について、その平均額（その額に

１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた額）を求める。ただし、入札価格

の低い順から算定数番目の順位の入札と、その次の順位の入札の入札価格が等しいとき

は、算定数に１を加え、同額の入札が他にもあれば、繰り返し算定数に１を加えるものと

する。 

４ 最低制限価格は、前項で求めた平均額に、次の各号に掲げる業種の区分に応じ、当該各

号に定める係数を乗じて得た金額（その額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を

切り捨てた額）とする。 

 （１）建設工事 １０分の９ 

 （２）業務委託 １０分の８ 

５ 前項第１号の規定にかかわらず、当該競争入札が建設工事のうち機械設備工事又は電

気設備工事である場合は、同号の係数に代えて、１０分の９から、機器費率（当該建設工

事の直接工事費に対する機器費（当該機器の製作工場等おいて機能や性能の確認がなさ

れて調達されるもので、施工現場等において加工等を必要としないものの調達費用をい

う。）の割合（その割合に１０分の１未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた

割合）の数をいう。）に１０分の１を乗じて得た数を控除して得た係数を適用する。 
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（最低制限価格決定後に入札の無効があった場合の取扱い） 

第７条 第５条又は前条の規定により決定した最低制限価格は、その決定後に入札の無効

があった場合においても変更しない。ただし、算定に用いた入札の無効の理由が金額の書

き間違いその他の最低制限価格の適正な算定上支障があると認められるものである場合

は、当該入札がなかったものとして前３条の規定を適用して、最低制限価格を決定し、又

は最低制限価格制度を適用しないものとする。 

（落札者の決定） 

第８条 第４条の規定により最低制限価格制度を適用しないこととした場合は、有効札の

中で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

２ 最低制限価格を定めた場合は、有効札の中で、最低制限価格以上の入札価格かつ最低の

価格をもって入札した者を落札者とする。この場合において、最低制限価格を下回った価

格で入札をした者は、当該入札において失格とする。 

３ 前２項の場合において、最低価格者が２者以上いる場合は、くじ等の抽選により落札者

を決定する。 

（入札の執行） 

第９条 入札執行者は、開札の結果、有効札が４以上であり、かつ、当該入札が第４条第３

号に該当しない場合は、当該入札会での最低制限価格の決定は保留して、落札の決定を保

留することができるものとする。 

２ 入札執行者は、前項の規定により落札の決定を保留した場合、入札会を閉じた後に第６

条の規定により最低制限価格を決定し、落札者を決定するものとする。 

（公表） 

第１０条 最低制限価格制度を適用しようとする場合は、その案件の入札の公告又は指名

通知等適切な方法において、その旨を公表しなければならない。この場合において、当該

案件が建設工事のうち機械設備工事又は電気設備工事である場合は、第６条第５項の規

定により同条第４項第１号に規定する係数に代えて適用される係数を合わせて公表する

ものとする。 

２ 最低制限価格制度を適用した場合は、最低制限価格を落札決定後速やかに公表しなけ

ればならない。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 


